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瀬戸市プロポーザル方式実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、瀬戸市が発注する賃貸借及び業務委託（以下「業務

等」という。）について、プロポーザル方式により契約の相手方（以下「契

約候補者」という。）を選定する場合の事務の取扱いについて、瀬戸市契

約規則（昭和４０年瀬戸市規則第１８号。以下「契約規則」という。）に

定めるもののほか、必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の

定めるところによる。 

⑴ プロポーザル方式 業務等に対する発想、課題解決方法、取組体制

等の提案を審査し、最も適切な創造性、技術力、経験等を有する契約

候補者を選定する方式 

⑵ 公募型プロポーザル方式 プロポーザル方式のうち、公募により提

案者を募集し、契約担当者が参加資格要件を満たすと認めた者から提

案を受ける方式 

⑶ 指名型プロポーザル方式 プロポーザル方式のうち、契約規則第５

条第３項に規定する名簿（以下「入札参加資格者名簿」という。）に登

録され、かつ、第５条に規定する参加資格要件を全て満たすと認める

者の中から、参加させることが適当と認める者を指名し、提案を受け

る方式 

（対象業務等） 

第３条 プロポーザル方式の対象となる業務等は、 地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第１６７条の２第１項第２

号の要件に該当する場合であって、 次の各号のいずれかに該当するとき
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とする。 

⑴ 創造性、技術力並びに専門的な知識及び経験を必要とする業務等で、

価格のみによる競争入札では目的を達成することが困難であるとき。 

⑵ 標準的な業務の実施手続が定められていない業務等で、仕様を定め

ることが困難であるとき。 

（実施方式） 

第４条 契約規則第４条第１号の契約担当者（以下「契約担当者」という。）

は、プロポーザル方式により契約候補者を選定する場合は、公募型プロ

ポーザル方式により行うものとする。ただし、次の各号のいずれかに該

当するときは、指名型プロポーザル方式によることができる。 

⑴ 業務等の性質又は目的が公募型プロポーザル方式に適さないとき。 

⑵ 業務等の性質又は目的により競争に加わるべき者の数が公募型プロ

ポーザル方式に付する必要がないと認められる程度に少数であると

き。 

⑶ 公募型プロポーザル方式に付することが不利と認められるとき。 

（参加資格要件） 

第５条 プロポーザル方式に参加する者は、次の各号に掲げる参加資格要

件の全てを満たさなければならない。 

⑴ 令第１６７条の４第１項各号の規定に該当しない者であること。 

⑵ 入札参加資格者名簿において、対象の業務等に対応する営業種目に

ついて登録されていること。 

⑶ 次に掲げる期間において、瀬戸市指名停止取扱要領（平成１３年８

月１日施行）に基づく指名停止の措置を受けていないこと。 

ア 公募型プロポーザル方式にあっては、公告日から契約締結日まで

の間 
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イ 指名型プロポーザル方式にあっては、指名通知日から契約締結日

までの間 

⑷ 前号ア又はイに掲げる期間において、瀬戸市が行う事務及び事業か

らの暴力団排除に関する合意書（平成２３年９月２９日付け瀬戸市

長・愛知県瀬戸警察署長締結）及び瀬戸市が行う契約等からの暴力団

排除に関する事務取扱要領（平成１９年１２月１日施行）に基づく排

除措置を受けていないこと。 

⑸ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の

申立てがなされている者にあっては、同法に基づく更生手続開始の決

定を受けていること。 

⑹ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の

申立てがなされている者にあっては、同法に基づく再生手続開始の決

定を受けていること。 

⑺ その他契約担当者が必要と認める要件 

（指名業者数） 

第６条 契約担当者は、指名型プロポーザル方式の実施に当たっては、瀬

戸市指名競争入札参加者選定要領（平成７年４月１日施行）第５条別表

により、発注予定金額の区分に応じた選定業者数を指名しなければなら

ない。 

（実施要領の策定） 

第７条 各課等の長は、プロポーザル方式により契約候補者を選定する場

合は、実施要領を定めなければならない。 

２ 前項の規定により定める実施要領（以下「実施要領」という。）には、

次に掲げる事項を記載しなければならない。 

⑴ 業務等の概要に関する事項（実施方式（公募型プロポーザル方式又
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は指名型プロポーザル方式）、業務名称、業務内容、契約期間、履行場

所、提案上限額等） 

⑵ 参加資格要件に関する事項 

⑶ 契約候補者の選定に係るスケジュールに関する事項 

⑷ 実施要領に関する事項（閲覧及び配布方法並びに質疑及び回答方法） 

⑸ 参加資格確認申請に関する事項（提出期間、提出方法等） 

⑹ 提案書に関する事項（提出期限、提出場所、提出方法、提出書類等） 

⑺ 契約候補者の選定に関する事項（選定方法、評価項目及び評価点数、

審査基準等） 

⑻ 失格事由に関する事項 

⑼ 審査結果の通知及び公表に関する事項 

⑽ 契約手続きに関する事項（契約の協議、契約書作成の要否、契約保

証金等） 

⑾ 担当部課及び連絡先 

⑿ その他契約担当者が必要と認める事項（情報公開請求、著作権の帰

属等） 

（入札参加者審査委員会） 

第８条 各課等の長は、瀬戸市入札参加者審査委員会規程（昭和４７年瀬

戸市訓令第２号）第２条第３号の規定により、設計金額が３００万円を

超える業務等で、プロポーザル方式により契約候補者を選定しようとす

る場合は、同規程第１条に規定する瀬戸市入札参加者審査委員会（以下

「審査委員会」という。）へ付議しなければならない。 

２ 審査委員会は、業務等について、次に掲げる事項を審査するものとす

る。 

⑴ プロポーザル方式の実施方式の適否に関する事項 
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⑵ 公募型プロポーザル方式における参加資格要件に関する事項 

⑶ 指名型プロポーザル方式における指名業者の選定及び指名理由に関

する事項 

⑷ 契約候補者の選定に関する事項（選定方法、評価項目及び評価点数、

審査基準等） 

⑸ 契約候補者の選定に係るスケジュールに関する事項 

⑹ 実施要領に関する事項（閲覧及び配布方法並びに質疑及び回答方法） 

⑺ その他審査委員会が必要と認める事項 

（選定委員会） 

第９条 契約担当者は、プロポーザル方式により契約候補者を選定する場

合は、選定委員会を設置しなければならない。 

２ 選定委員会は、実施要領に基づき、提案の評価及び審査を行い、その

結果を契約担当者に報告するものとする。 

３ 選定委員会の委員は、５名以上の者で構成し、必要に応じて学識経験

者等の職員以外の者を委員とすることができる。 

４ 選定委員会の組織及び運営については、契約担当者が別に定める。 

（プロポーザル方式の実施） 

第１０条 契約担当者は、公募型プロポーザル方式により契約候補者を選

定する場合は、次に掲げる事項を公告するものとし、実施要領を瀬戸市

ホームページへの掲載その他の方法により公表するものとする。 

⑴ 業務等の概要に関する事項（実施方式（公募型プロポーザル方式））、

業務名称、業務内容、契約期間、履行場所、提案上限額等） 

⑵ 参加資格要件に関する事項 

⑶ 契約候補者の選定に係るスケジュールに関する事項 

⑷ 実施要領に関する事項（閲覧及び配布方法並びに質疑及び回答方法） 
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⑸ 参加資格確認申請に関する事項（提出期間、提出方法等） 

⑹ 提案書に関する事項（提出期限、提出場所、提出方法、提出書類等） 

⑺ 契約候補者の選定に関する事項（選定方法、評価項目及び評価点数、

審査基準等） 

⑻ 審査結果の通知及び公表に関する事項 

⑼ 契約手続きに関する事項（契約の協議、契約書作成の要否、契約保

証金等） 

⑽ その他契約担当者が必要と認める事項 

２ 市長は、前項の公告は、次条に規定する参加資格確認申請書の提出期

限とする日の前日から起算して２０日（瀬戸市の休日を定める条例（平

成３年瀬戸市条例第１６号）第１条第１項に規定する市の休日（以下「休

日」という。）の日数は、算入しない。）前までに行わなければならない。 

３ 契約担当者は、指名型プロポーザル方式により契約候補者を選定する

場合、第１３条第２項に規定する参加承諾・辞退届の提出期限とする日

の前日から起算して１５日（休日の日数は、算入しない。）前までに指名

通知を行わなければならない。 

（参加資格確認申請書の提出） 

第１１条 契約担当者は、公募型プロポーザル方式において参加を希望す

る者から、実施要領で定める期限までに、参加資格確認申請書（第１号

様式）及び必要書類を提出させるものとする。 

（参加資格要件の確認等） 

第１２条 各課等の長は、前条の規定による参加資格確認申請書が提出さ

れたときは、審査委員会に諮り、第５条の参加資格要件を満たす者であ

るかを確認するものとする。 

２ 契約担当者は、前項の規定による参加資格を満たす者であることを確
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認したときは、当該参加資格確認申請書を提出した者に対して、参加資

格確認通知書（第２号様式）により通知する。 

３ 契約担当者は、前項の規定により通知を行う場合に、参加資格を満た

さないと認めた者に対しては、参加資格を満たさないと認めなかった旨

及びその理由を記載するものとする。 

（指名通知） 

第１３条 契約担当者は、指名型プロポーザル方式により契約候補者を選

定する場合、選定された指名業者（以下「指名業者」という。）に対し、

プロポーザル参加指名通知書（第３号様式）により通知するものとする。 

２ 契約担当者は、指名業者に対し、実施要領で定める期限までに、参加

承諾・辞退届（第４号様式）を提出させるものとする。 

３ 契約担当者は、実施要領で定める期限までに、前項の参加承諾・辞退

届の提出がない場合は、参加を辞退したものとみなす。 

４ 各課等の長は、指名通知の結果、参加の承諾をした者が１者だけだっ

た場合は、第９条に規定する選定委員会の前に、審査委員会へ付議しな

ければならない。 

（提案書の提出） 

第１４条 契約担当者は、第１２条の規定により参加資格要件を満たす者

として通知した者（以下「有参加資格者」という。）又は指名業者に対し、

提案書（第５号様式）及び必要書類の提出を要請するものとする。 

２ 契約担当者は、実施要領で定める期限までに、前項の提案書及び必要

書類の提出がない場合は、参加を辞退したものとみなす。 

（参加資格の喪失等） 

第１５条 契約担当者は、有参加資格者又は指名業者が、資格確認後にお

いて、次の各号に掲げる要件のいずれかに該当するときは、当該業務等
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に係る提案を行うことができないものとし、既に提出された提案書は、

無効とする。 

⑴ 第５条に規定する参加資格要件を満たさないこととなったとき。 

⑵ 参加資格確認申請書又は参加承諾・辞退届に虚偽の記載をしたこと

が判明したとき。 

⑶ 提案書等に虚偽の記載をしたことが判明したとき。 

２ 契約担当者は、前項の規定に該当すると認めるときは、当該提案者に

対し、提案を行うことができない理由を付して通知しなければならない。 

（契約候補者の決定） 

第１６条 契約担当者は、第９条第２項の規定による選定委員会の審査結

果を踏まえ、契約候補者を決定するものとする。 

２ 契約担当者は、前項の規定により契約候補者を決定した場合は、契約

候補者に対して、次の事項を記載した結果通知書（第６号様式）により

通知するものとする。 

 ⑴ 業務名称 

⑵ 当該提案者の評価点数 

⑶ その他契約担当者が必要と認める事項 

３ 契約担当者は、第１項の規定により契約候補者を決定した場合は、契

約候補者以外の各提案者に対して、次の事項を記載した結果通知書（第

７号様式）により通知するものとする。 

⑴ 業務名称 

⑵ 契約候補者 

⑶ 当該提案者の評価点数 

⑷ その他契約担当者が必要と認める事項 

（契約の協議） 
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第１７条 契約担当者は、前条第１項の規定により決定した契約候補者と

当該業務等に係る仕様を定めるための協議を行うものとする。 

２ 前項の協議の結果、当該業務等に係る仕様が決定した場合、契約担当

者は、契約規則第２５条の２の規定による見積書の徴収及び同規則第２

６条の規定による予定価格の決定を行い、契約金額を決定するものとす

る。 

（契約の締結) 

第１８条 契約担当者は、前条の規定による契約の協議の結果、契約候補

者を契約の相手方として決定した場合は、令第１６７条の２第１項第２

号の規定による随意契約の方法により、契約候補者と契約を締結するも

のとする。 

２ 契約担当者は、契約候補者との契約締結に至らなかった場合は、次順

位の者を新たな契約候補者として、前条の規定による契約の協議を行う

ものとする。 

（結果の公表） 

第１９条 契約担当者は、前条の規定により契約を締結した場合は、瀬戸

市入札及び契約に関する情報の公表に係る取扱要領（平成１５年４月１

日施行）第８条の規定による契約結果及び契約内容の公表を行うものと

する。 

２ 契約担当者は、公募型プロポーザル方式による場合において、第１６

条第１項の規定により契約候補者を決定したときは、同条第２項の規定

による結果通知日から１年の間、次の各号に掲げる事項を市ホームペー

ジにおいて公表しなければならない。 

⑴ 業務等の名称 

⑵ 業務内容及び契約期間 
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⑶ 契約候補者の名称及び所在地 

⑷ 提案者数及び審査結果 

⑸ その他契約担当者が必要と認める事項 

（発注見通し） 

第２１条 プロポーザル方式による業務等についての発注見通しに関する

事項の公表を行うため、各課等の長は、毎年度、遅滞なく、発注見通し

調書を作成し、行政課長に提出するものとする。 

（発注見通しに関する事項の変更） 

第２２条 前条の規定により公表した発注見通しに関する事項に関し、当

該事項に変更がある場合、変更後の発注見通しに関する事項の公表を行

うため、各課等の長は、発注見通し調書を作成し、行政課長に提出する

ものとする。 

（委任） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 


